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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 106,137 △1.4 5,288 105.9 6,053 137.9 4,061 ―

21年3月期 107,609 △2.7 2,568 △42.0 2,544 △46.2 △649 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 43.40 ― 7.1 5.7 5.0
21年3月期 △6.94 ― △1.1 2.4 2.4

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 111,099 64,056 53.6 636.25
21年3月期 100,823 59,810 54.9 591.87

（参考） 自己資本   22年3月期  59,539百万円 21年3月期  55,391百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 6,701 △6,308 △3,142 7,839
21年3月期 8,431 △14,185 △781 9,388

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 935 ― 1.6
22年3月期 ― 4.00 ― 6.00 10.00 935 23.0 1.6

23年3月期 
（予想）

― 5.00 ― 5.00 10.00 25.3

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

49,000 △0.1 1,800 183.7 1,900 88.1 1,700 ― 18.17

通期 107,000 0.8 5,300 0.2 5,400 △10.8 3,700 △8.9 39.54

－1－



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注）詳細は、18ページ【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】をご覧下さい。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、18～22ページ【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、33ページ（１株当たり情報）をご覧下さい。 

新規 1社 （社名 富士達電梯配件（上海）有限公司 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 93,767,317株 21年3月期 93,767,317株

② 期末自己株式数 22年3月期  188,458株 21年3月期  179,601株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 51,283 0.5 130 ― 2,612 ― 2,725 ―

21年3月期 51,039 △3.0 △960 ― 159 △93.6 △5,879 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 29.12 ―

21年3月期 △62.82 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 73,449 41,735 56.8 446.00
21年3月期 67,599 39,239 58.0 419.28

（参考） 自己資本 22年3月期  41,735百万円 21年3月期  39,239百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて 
おり、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等 
については、６ページ「次期（平成23年３月期）の見通し」をご覧下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

24,000 3.3 △200 ― 1,400 615.1 1,400 ― 14.96

通期 52,000 1.4 1,000 668.9 3,000 14.8 2,400 △11.9 25.65

－2－



①当期の経営成績 

                                     （金額単位：百万円未満切捨て） 

 
  

当期の世界経済は、2008年秋以降の金融市場の混乱と実体経済の急減速を脱し、日本・欧米では政

策効果もあり、期の後半に向けて緩やかな回復がみられました。アジア地域では、中国は景気刺激策

により、内需を中心に景気は急回復を辿り、その他のアジア地域も、各国の景気対策や輸出の増加を

背景に、総じて回復基調で推移しました。 

昇降機業界におきましては、中国市場では不動産開発投資の回復により、需要は比較的堅調に推移し

た一方、北米、日本を始めとするその他の市場では不動産市況の冷え込みにより、集合住宅用、商業

施設用ともに需要は低調に推移し、厳しい事業環境が続きました。 
  

このような情勢の下、当社グループは、国内のエスカレータ拠点とメンテナンス・モダニゼーション

のアフターマーケット拠点の再構築・拡充を図りました。兵庫県豊岡市のエスカレータ拠点「ビッグ

ステップ」では、社屋・工場棟の再構築が完了し、エスカレータの開発から設計・生産に至るまで、

スピーディーな一貫体制を確立しました。大阪府茨木市には、据付・メンテナンス技術の革新に取り

組む「フィールド技術研究所」を始め、研修施設を一段と拡充した「人材開発センター」、グローバ

ル拠点とも連携した部品の供給基地「部品センター」を集約いたしました。さらに、エレベータ遠隔

監視センター「セーフネットセンター」を併設しており、アフターマーケットの中核拠点「ビッグフ

ィット」として生まれ変わりました。これにより、フィールド技術の開発・研修体制の強化と据付・

メンテナンス品質の更なる向上を図るとともに、増大するメンテナンス・モダニゼーションの需要に

応える事業基盤を確立しました。 

中国では、「富士達電梯配件（上海）有限公司」（上海調達センター）の新工場が2009年10月から本

格稼働し、高性能・高品質な機器部品のグローバルな供給体制を構築しました。 

営業活動では、国内市場で改正建築基準法や大容量化に対応したエレベータ、新「エクシオール」を

発売し、販売拡大に努めましたが、マンション着工の大幅な減少などで、新設工事受注は大きく減少

しました。一方で、設置後20年以上が経過したエレベータ・エスカレータを改修し、安全性、信頼

性、経済性の向上やデザイン面での刷新を図るモダニゼーション事業では、商品メニューを拡充し、

受注・売上ともに順調に増加しています。 

海外市場においては、世界最大の昇降機市場である中国で、集合住宅向けエレベータ「ＧＬＶＦ－

Ⅱ」や「ＧＬＶＦ－Ｅ」の受注が伸長するとともに、標準型エスカレータ「ＧＳ－ＮＸ」シリーズの

受注も拡大しました。しかしながら、中東やシンガポールおよび韓国での大型受注の減少に加え、為

替の円高の影響もあり、海外受注高は減少しました。 

以上の結果、国内受注高は441億14百万円（前期比10.1％減）、海外受注高は577億５百万円（同

19.6％減）となり、受注高合計は1,018億20百万円（同15.8％減）となりました。なお、海外受注高

は為替変動による影響を除くと、実質8.8％減となっています。 

【定性的情報・財務諸表等】

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

前 期 当 期
前期比（％）

平成21年３月期 平成22年３月期

売上高 107,609 106,137 △1.4

国  内 45,780 48,066 5.0

海  外 61,828 58,070 △6.1

営業利益 2,568 5,288 105.9

経常利益 2,544 6,053 137.9

当期純利益 △ 649 4,061 ―

１株当たり当期純利益 △6.94円 43.40円 ―
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売上高は、国内売上高480億66百万円（同5.0％増）に対し、海外売上高が580億70百万円（同6.1％

減）となり、1,061億37百万円（同1.4％減）となりました。なお、海外売上高は為替変動による影響

を除くと、中国での大幅な増加により実質7.1％増となっています。 

受注残高については、国内受注残高はモダニゼーション・修理工事が増加したものの、新設工事が大

きく減少したことにより、372億21百万円（前期末比9.5％減）となり、海外受注残高は中国で大きく

増加した一方、北米などで減少したため、622億34百万円（同12.3％減）となり、受注残高合計は994

億56百万円（同11.3％減）となりました。 

損益面では、日本での黒字転換や東アジアでの大幅な増益により、営業利益は52億88百万円（前期比

105.9％増）となりました。営業外収支は為替差損の減少などで７億65百万円の利益となり、経常利

益は60億53百万円（同137.9％増）となりました。特別損益の純額が、たな卸資産評価損などの減少

により、前期に比べ13億90百万円改善したことにより、税金等調整前当期純利益は、前期比48億99百

万円増の61億63百万円となりました。税金費用が前期に比べ、１億74百万円減少した一方、少数株主

利益は３億63百万円増加した結果、当期純利益は40億61百万円（前期 純損失６億49百万円）となり

ました。 
  

商品開発では、「安心空間」「快適空間」「調和空間」をコンセプトとする標準型エレベータ「エク

シオール」の機能、デザインを大容量エレベータにも適用を拡大し、新「エクシオール」として、国

内市場で発売しました。新「エクシオール」は、多彩な建物用途に対応するとともに、改正建築基準

法に適合した安全性の更なる向上や環境・省エネルギーに対する社会的ニーズに応える幅広い商品ラ

インアップを提供しています。 

また、エレベータの地震対策機能の強化として、「長周期地震時管制運転」と運転休止からの早期復

旧を図る「自動診断・仮復旧運転サービス」を高さ300ｍまでの超高層ビル・マンションに適用を拡

大し、2009年10月に発売しました。さらに、当社がエレベータドア周りの安全装置として開発した、

業界初のレーザー方式ひも状物体検出装置「ドアエッジセンサー」は、「2009年日経優秀製品・サー

ビス賞 優秀賞 日経産業新聞賞」を受賞するなど、エレベータの安全・安心の更なる向上に取り組

みました。 

標準型エスカレータ「ＧＳ－ＮＸ」シリーズでは、ステップとスカートガードの隙間に靴や衣服など

が挟み込まれるのを防止する「フット セーフティーセンサー」を2009年12月から販売開始しまし

た。業界初となる「フット セーフティーセンサー」はスカートガードの位置感知センサーにより、

非接触の状態で音声と光により利用者に注意を促します。同時に利用者の足もとを明るく照らす「ス

カートガードＬＥＤ照明」を発売し、エスカレータの安全、省エネルギー、デザイン性を一層向上さ

せました。 

また、モダニゼーションでは、既設エレベータ・エスカレータに最新のシステムを導入し、安全性・

信頼性を一段と高めるとともに、大容量のエレベータへも幅広く適用できる仕様としました。さら

に、既設の部材を利用しつつ、品質・デザイン性を高めることで、工事期間を短縮し、廃棄物を削減

するなど、商品メニューの拡充を図りました。 

一方、海外では、中国市場の集合住宅向けに、コンパクトな機械室と省エネルギー性に優れ、競争力

の高いエレベータ「ＧＬＶＦ－Ｅ」を2009年7月から販売開始しました。 
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②セグメント状況（所在地別業績） 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。 

                                    （金額単位：百万円未満切捨て） 

 
  

（日本）   

売上高は、輸出売上が前期に比べ減少したものの、モダニゼーション工事の増加や工事進行基準の適用

により、512億83百万円 (前期比0.5％増)となりました。営業損益は、工事損失引当金の計上があった

ものの、標準型エレベータ「エクシオール」等の原価低減や固定費圧縮により、１億30百万円の営業利

益（前期 営業損失９億60百万円）となりました。 

（北米）   

売上高は、主に為替の円高の影響により、前期比15.6％減少し、155億61百万円となりましたが、固定

費の削減などで、営業利益は１億40百万円（前期 営業損失21百万円）となりました。 

（欧州）   

売上高は、エスカレータ販売および保守ともに増加したものの、為替変動の影響により９億30百万円

（前期比10.7％減）となりました。営業利益は保守の利益増が寄与し、８百万円（前期 営業損失18百

万円）となりました。 

（南アジア）   

為替換算レートが前期比13.5％の円高となり、売上高は101億86百万円（前期比13.5％減）、営業利益

は14億15百万円（同6.0％減）となりました。為替変動の影響を除くと、売上高は微増、営業利益は保

守利益の増加で8.7％増となっています。 

（東アジア）   

売上高は、主に中国において、集合住宅向けエレベータ「ＧＬＶＦ－Ⅱ」とともに、エスカレータ「Ｇ

Ｓ－ＮＸ」シリーズが増加し、338億36百万円（前期比5.8％増）となりました。営業利益は売上高の増

加に加え、原材料費の低下や原価低減などで35億40百万円（同71.4％増）となりました。 
  

売上高 営業利益

前 期 当 期 前期比（%） 前 期 当 期 増減額

日本 51,039 51,283 0.5 △ 960 130 1,090

北米 18,428 15,561 △15.6 △ 21 140 161

欧州 1,042 930 △10.7 △ 18 8 26

南アジア 11,775 10,186 △13.5 1,505 1,415 △89

東アジア 31,985 33,836 5.8 2,065 3,540 1,474

小計 114,271 111,799 △2.2 2,571 5,234 2,663

消去 △ 6,662 △ 5,662 ― △ 2 53 56

連結 107,609 106,137 △1.4 2,568 5,288 2,719
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③次期（平成23年３月期）の見通し 

                                     （金額単位：百万円未満切捨て） 

 
  

 次期の業績等全般の見通し 

世界経済は、中国などを中心とする新興国では総じて堅調な回復が続くものの、日本・欧米での本

格的な回復には時間を要するものとみられます。 

昇降機市場においては、主要先進国の内需の停滞により、限られた成長市場での競争がますます激化

し、当社グループを取り巻く事業環境は、引き続き厳しい状況で推移するものと思われます。 

次期の連結業績見通しについては、単独売上高は当期並みを見込み、海外地域では、北米・欧州での

売上減少の一方、東アジアでの売上伸長を見込み、連結売上高は1,070億円（前年比0.8％増）を予想

しています。損益面では、海外地域は、競争激化や原材料費の反騰により営業利益の減少を見込むも

のの、単独営業利益の増加で、営業利益は53億円（同0.2％増）、経常利益は54億円（同10.8％減）

を見込んでいます。純利益は税金費用の増加により37億円（同8.9％減)を予定しています。 
  

 次期の業績見通しの前提条件 

前述の業績見通しは、現在入手可能な情報と当社が現時点で合理的と判断する一定の前提に基づい

ており、実際の業績は見通しと異なることがあり得ます。その要因の主なものは、主要市場（日本、

米州、欧州およびアジア）の経済状況、製品需給の変動、原材料価格の推移、為替相場の変動等が

あります。なお、通期の業績見通しに当たり、平均為替レートは１米ドル90円を前提にしています。

  

                                     （金額単位：百万円未満切捨て） 

 
  

当期末における総資産額は、1,110億99百万円となり、前期末に比べ102億76百万円増加しました。

これは主に、受取手形及び売掛金が56億29百万円、繰延税金資産が11億48百万円、有形固定資産が52

億45百万円、それぞれ増加したのに対し、投資その他の資産が16億84百万円減少したことによりま

す。 

負債合計は前期末に比べ60億30百万円増加し、470億43百万円となりました。これは主に、支払手形

及び買掛金が11億48百万円、工事損失引当金が15億67百万円および前受金が16億35百万円ならびに繰

延税金負債が10億11百万円増加したことによります。 

純資産額は、640億56百万円となり、前期末に比べ42億45百万円増加しました。これは主に、配当な

どによる減少に対し、当期純利益の計上により、利益剰余金が30億66百万円増加したことによりま

す。また、当期末の自己資本比率は53.6％（前期末比1.3ポイント減）となりましたが、１株当たり

純資産額は636.25円（同44.38円増）となりました。 

  

連結業績 単独業績

金  額 前年比（％） 金  額 前年比（％）

売上高 107,000 0.8 52,000 1.4

営業利益 5,300 0.2 1,000 668.9

経常利益 5,400 △10.8 3,000 14.8

当期純利益 3,700 △8.9 2,400 △11.9

(2) 財政状態に関する分析

  連結財政状態

前期末 当期末 増 減

総資産 100,823 111,099 10,276

純資産 59,810 64,056 4,245

自己資本比率 54.9％ 53.6％ ―

１株当たり純資産 591.87円 636.25円 44.38円
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                                     （金額単位：百万円未満切捨て）  

 
  

当期末における現金及び現金同等物は、78億39百万円となり、前期末に比べ15億49百万円減少しま

した。  

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前当期純利益61億63百万円、減価償却費23億65百万円および工事損失引当金や前受金の増

加などの収入に対し、売上債権の増加51億23百万円などで、67億１百万円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

定期預金（期間が３ヵ月超）の預入れ・払戻しの純額11億86百万円の支出や有形固定資産の取得54億

24百万円などにより、63億８百万円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

短期借入金の減少８億86百万円、連結子会社における少数株主持分の買取による支出８億12百万円お

よび利息・配当金の支払いなどにより、31億42百万円の支出となりました。 
  

営業活動によるキャッシュ・フローのうち、税金等調整前純利益および減価償却費は前年と同程度

を見込んでいます。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金（期間が３ヵ月超）の収支は金利動向などにより弾

力的ですが、設備支出は、日本のエスカレータ拠点やアフターマーケット拠点の完成に伴う支払いお

よび中国における生産増強、インドでの工場建設などで約50億円を予定しています。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、利息・配当の支払いのほか、設備支出の一部を借入金などの

外部調達で賄う予定です。 

  

  連結キャッシュ・フローの状況

前 期 当 期 増 減

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,431 6,701 △ 1,729

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 14,185 △ 6,308 7,876

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 781 △ 3,142 △ 2,360

換算差額 △ 941 344 1,285

現金及び現金同等物の増減額 △ 7,477 △ 2,405 5,071

現金及び現金同等物の期首残高 16,866 9,388 △ 7,477

新規連結に伴う現金及び現金同等物の
増加額 ― 856 856

現金及び現金同等物の期末残高 9,388 7,839 △ 1,549

借入金期末残高 11,008 10,156 △ 852 

  次期の見通し
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
（注）自己資本比率：（純資産－少数株主持分）／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
  

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。 

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して 

います。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象として   

います。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しています。 

  

利益配分に関しては、株主の皆様への利益還元を充実させていくことを経営の最重要課題と捉え、

企業基盤の長期的安定を図る内部留保とのバランスを考慮した適切な配分を基本方針としています。

内部留保金につきましては、成長分野への設備投資、グローバルな事業展開のための投融資、研究

開発投資など企業価値を高めるため有効に充当するほか、株主還元として自己株式の取得も弾力的に

検討してまいります。 

当期の期末配当金につきましては、業績の推移を勘案し、平成22年４月22日に公表いたしましたとお

り１株当たり６円とさせていただきたいと存じます。これにより、年間配当金は、中間配当１株当た

り４円と合わせ、１株当たり10円となります。 

次期の配当につきましては、中間・期末配当金ともに、１株当たり５円とし、１株当たり年間配当金

10円を予定しております。 

  

平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

自己資本比率（％） 52.2 54.3 56.4 54.9 53.6

時価ベースの自己資本比率
（％）

61.2 61.6 46.8 31.0 46.8

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

11.8 3.6 2.9 1.3 1.5

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

4.5 9.4 8.0 21.9 28.3

(3）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当
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当社グループは、当社および関係会社28社(うち、連結子会社18社)により構成され、エレベータ、エス

カレータならびに動く歩道の生産、販売、据付、保守を主な事業として、グローバルに展開しています。

当社グループは世界20の国または地域に10の生産拠点と多数の販売拠点を有し、連結経営時代に即応し

たグループ経営の一元化の下、スピーディーな意思決定により、全体最適を追求する業務執行体制を構築

するとともに、グローバルな相互連携を図りながら、地域に根ざした経営を展開しています。 

また、グループ全体として、グローバル市場の多様なニーズに対応した商品の開発を進める一方、各拠

点でコスト、品質面で有利な部品等を相互に供給し合う複合生産体制を推進して、商品力の強化に努めて

います。 

日本国内では２つの生産拠点を有し、エレベータ、エスカレータ等を生産するとともに、海外市場にお

いては、グループ法人等が北米、東アジア、南アジアに８つの生産拠点を有して、エレベータ、エスカレ

ータを生産しています。また、日本および海外全グループ法人等の販売拠点において、これら製品の販

売、据付、保守の事業活動を営んでいます。 

  
当企業集団の事業系統図は次のとおりです。 

  

 

  

2. 企業集団の状況
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当社は「人と技術と商品を大切にして、新しい時代にふさわしい美しい都市機能を、世界の国々で

世界の人々とともに創ります」という経営理念を掲げ、昇降機の専業トップメーカーになることを目

指しています。 

この基本方針の下、持続的な成長と収益によって株主、顧客、ユーザー、取引先、地域住民ならびに

社員等当社グループすべてのステークホルダーの満足を追求し、高度な研究開発力、生産技術、フィ

ールド技術力を養成し、信頼される高品質な商品を納入するとともに、トータルライフを通じて商品

を維持し、グローバルな事業活動によって、世界の国々の産業振興と経済発展に貢献し、世界の人々

と文明、文化を相互理解し、共存共栄を図っていくことを目指しています。この理念を、当社グルー

プ一丸となって実現することこそが当社の企業価値の源泉であり、当社の企業価値および株主共同の

利益を確保・向上させることにつながると考えています。 

また、当社はグローバル企業として業界でいち早く品質マネジメントシステムの国際規格「ＩＳＯ９

００１」の認証を取得しており、「フジテックは、お客様に安心と快適をお届けするために、品質に

こだわり続けます」という方針を定め、お客様や利用者の皆様の視点に立った品質を追求していま

す。環境面でも、環境マネジメントシステムの国際規格「ＩＳＯ１４００１」の認証を取得し、地球

環境にやさしい商品づくりに取り組んでいます。 
  

2012年度に、連結売上高1,200億円、連結営業利益80億円、連結営業利益率6.7％の達成を目標とし

ています。 
  

当社グループは、長期経営ビジョンである“Top Quality for Customers”（2007年度～2016年

度）の第１フェーズとして、2007年度から３ヵ年中期経営計画“Regeneration for Quality”（品質

維新）をスタートさせ、経営目標として連結売上高1,224億円、連結営業利益率８％の達成に向けて

取り組んでまいりました。中期経営計画の最終年度となる2009年度におきまして、海外連結子会社は

営業利益率８％を達成いたしました。国内では、アフターマーケットであるメンテナンス・モダニゼ

ーションの堅調な需要に対応すべく、鋭意、事業拡大を図ってまいりました。しかしながら、マンシ

ョン着工の大幅な減少や不動産市況の悪化および工事損失引当金の計上などにより目標を下回る結果

となり、連結営業利益率８％の目標は未達成となりました。一方、中国では、「富士達電梯配件（上

海）有限公司」(上海調達センター)の新工場が完成いたしました。国内では、エスカレータ拠点「ビ

ッグステップ」、アフターマーケット拠点「ビッグフィット」がそれぞれ完成し、エレベータ開発・

生産拠点「ビッグウィング」と相互に連携することにより、強固な企業基盤が確立しました。 

 “Regeneration for Quality”の結果を踏まえ、当社グループは、2010年度から新しい３ヵ年中期

経営計画“One Goal, One Fujitec”をスタートさせました。新中期経営計画では、長期ビジョンの

実現に向けた第２フェーズとして、「グローバル、特にアジアを今後最も成長するエリアと位置付

け、ポジションを高める」「国内事業を構造改革し、新設事業の収益改善とアフターマーケットのポ

ジションを高める」「安全と品質を最優先に、顧客の信頼と期待に応えるために、人材の育成を強化

する」という３つのビジョンを掲げ、グローバル市場でのプレゼンスをより一層高め、企業価値の更

なる増大に努め、世界のステークホルダーから高い信頼を得る企業組織体へと進化することを経営方

針の中核としています。   

3. 経営方針

(1) 経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な経営戦略と対処すべき課題
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 グローバル市場では、世界最大の昇降機市場である中国において、「上海調達センター」の新工場

が2009年10月から本格稼働を開始しています。超高速エレベータを含む商品ラインアップの拡充、さ

らには、組織・地域の運営体制の再編などによって、中国市場でのプレゼンスの一層の強化を図りま

す。さらに、「上海調達センター」を中心にシンガポール、韓国、台湾の生産調達プロセスの見直し

に着手し、また、インドの生産拠点を2011年度を目処に完成させ、各マーケットの需要に対応した商

品供給を可能とするグローバル生産体制の再編を図ります。また、北米、香港、シンガポール等の成

熟市場におけるモダニゼーション事業の強化に取り組みます。  

 国内市場では、アフターマーケットにおけるメンテナンス、モダニゼーションの堅調な需要に対応

すべく、メンテナンス体制の強化を図ることにより、経営効率の改善とアフターマーケットでのビジ

ネス拡大に向けた取り組みを推進します。また、新設事業の市場規模が縮小する厳しい経営環境に対

応すべく、事業別・エリア別マネジメントを強化する新組織体制へ移行し、首都圏営業部門の組織再

編により営業基盤の強化に取り組みます。また、経営のスリム化と収益管理体制の強化に取り組みま

す。 

 品質革新への取り組みについては、中国での生産調達における購買品の品質管理を徹底し、グロー

バルベースでの品質保証体制の基盤強化を目指します。また、エレベータ・エスカレータの据付・メ

ンテナンスの品質強化に向けて、市場の要求に応じた据付・メンテナンス技術者向けの指導カリキュ

ラムを策定・整備することに加え、「ビッグフィット」人材開発センターを拠点に研修体制を強化

し、人材の育成に取り組みます。また、その成果をグローバルに展開してまいります。 

 内部統制強化への取り組みについては、国内の潜在リスクに加え、アジア事業拡大に伴うグローバ

ルリスクについての管理体制を強化します。また、改正省エネ法への対応を含め、環境への取り組み

を強化してまいります。 
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,422 21,277

受取手形及び売掛金 24,460 30,090

有価証券 0 －

商品及び製品 3,125 3,228

仕掛品 5,351 4,167

原材料及び貯蔵品 5,029 5,057

繰延税金資産 151 1,300

その他 1,422 1,980

貸倒引当金 △320 △412

流動資産合計 60,644 66,690

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1 19,573 ※1 25,323

減価償却累計額 △5,725 △6,010

建物及び構築物（純額） 13,847 19,312

機械装置及び運搬具 ※1 9,086 ※1 9,122

減価償却累計額 △6,492 △6,735

機械装置及び運搬具（純額） 2,594 2,386

工具、器具及び備品 5,464 5,577

減価償却累計額 △3,994 △4,115

工具、器具及び備品（純額） 1,470 1,461

土地 ※1 6,747 ※1 6,850

リース資産 211 66

減価償却累計額 △98 △40

リース資産（純額） 112 26

建設仮勘定 1,063 1,043

有形固定資産合計 25,835 31,081

無形固定資産

のれん 945 1,006

その他 1,667 2,275

無形固定資産合計 2,613 3,282

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 5,046 ※2 5,808

長期貸付金 1,925 1,923

繰延税金資産 52 53

その他 ※2 5,020 ※2 2,454

貸倒引当金 △314 △193

投資その他の資産合計 11,730 10,045

固定資産合計 40,179 44,409

資産合計 100,823 111,099
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,697 11,846

短期借入金 6,339 5,471

1年内返済予定の長期借入金 112 1,071

リース債務 86 10

未払法人税等 554 1,025

繰延税金負債 21 －

賞与引当金 954 1,304

工事損失引当金 1,224 2,792

完成工事補償引当金 293 163

損害補償損失引当金 － 140

前受金 6,116 7,751

その他 5,258 6,054

流動負債合計 31,659 37,634

固定負債

長期借入金 4,556 3,612

リース債務 26 15

繰延税金負債 317 1,329

退職給付引当金 4,245 4,261

長期未払金 207 191

固定負債合計 9,353 9,409

負債合計 41,013 47,043

純資産の部

株主資本

資本金 12,533 12,533

資本剰余金 14,565 14,565

利益剰余金 46,161 49,228

自己株式 △122 △126

株主資本合計 73,138 76,201

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 215 834

繰延ヘッジ損益 － 0

為替換算調整勘定 △17,962 △17,496

評価・換算差額等合計 △17,747 △16,661

少数株主持分 4,418 4,516

純資産合計 59,810 64,056

負債純資産合計 100,823 111,099
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(2)【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 107,609 106,137

売上原価 ※2, ※6 88,585 ※2, ※6, ※8 85,857

売上総利益 19,023 20,279

販売費及び一般管理費 ※1, ※2 16,454 ※1, ※2 14,991

営業利益 2,568 5,288

営業外収益

受取利息 613 396

受取配当金 153 186

助成金収入 － 240

雑収入 354 312

営業外収益合計 1,121 1,135

営業外費用

支払利息 368 229

為替差損 513 39

雑損失 263 101

営業外費用合計 1,145 370

経常利益 2,544 6,053

特別利益

固定資産売却益 ※3 682 ※3 11

投資有価証券売却益 0 155

貸倒引当金戻入額 8 －

集約化特別助成金 100 100

特別利益合計 790 266

特別損失

固定資産売却損 ※4 107 ※4 17

固定資産除却損 ※5 587 ※5 128

減損損失 ※7 111 －

投資有価証券売却損 0 3

投資有価証券評価損 349 6

たな卸資産評価損 ※6 915 －

特別損失合計 2,070 156

税金等調整前当期純利益 1,264 6,163

法人税、住民税及び事業税 914 1,688

法人税等調整額 356 △591

法人税等合計 1,271 1,096

少数株主利益 642 1,005

当期純利益又は当期純損失（△） △649 4,061
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,533 12,533

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,533 12,533

資本剰余金

前期末残高 14,565 14,565

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,565 14,565

利益剰余金

前期末残高 48,710 46,161

当期変動額

剰余金の配当 △1,123 △842

従業員奨励及び福利基金 △4 －

連結範囲の変動 － △152

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △771 －

当期純利益又は当期純損失（△） △649 4,061

当期変動額合計 △2,548 3,066

当期末残高 46,161 49,228

自己株式

前期末残高 △116 △122

当期変動額

自己株式の取得 △6 △4

当期変動額合計 △6 △4

当期末残高 △122 △126

株主資本合計

前期末残高 75,693 73,138

当期変動額

剰余金の配当 △1,123 △842

従業員奨励及び福利基金 △4 －

連結範囲の変動 － △152

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △771 －

当期純利益又は当期純損失（△） △649 4,061

自己株式の取得 △6 △4

当期変動額合計 △2,554 3,062

当期末残高 73,138 76,201
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,403 215

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,188 618

当期変動額合計 △1,188 618

当期末残高 215 834

繰延ヘッジ損益

前期末残高 1 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1 0

当期変動額合計 △1 0

当期末残高 － 0

為替換算調整勘定

前期末残高 △13,881 △17,962

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△4,081 466

当期変動額合計 △4,081 466

当期末残高 △17,962 △17,496

評価・換算差額等合計

前期末残高 △12,476 △17,747

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5,270 1,085

当期変動額合計 △5,270 1,085

当期末残高 △17,747 △16,661

少数株主持分

前期末残高 5,138 4,418

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △719 97

当期変動額合計 △719 97

当期末残高 4,418 4,516

純資産合計

前期末残高 68,355 59,810

当期変動額

剰余金の配当 △1,123 △842

従業員奨励及び福利基金 △4 －

連結範囲の変動 － △152

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △771 －

当期純利益又は当期純損失（△） △649 4,061

自己株式の取得 △6 △4

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,990 1,183

当期変動額合計 △8,545 4,245

当期末残高 59,810 64,056
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,264 6,163

減価償却費 2,600 2,365

工事損失引当金の増減額（△は減少） 266 1,544

受取利息及び受取配当金 △766 △583

支払利息 368 229

固定資産売却損益（△は益） △575 －

たな卸資産評価損 915 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,821 △5,123

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,372 1,221

仕入債務の増減額（△は減少） 261 888

投資有価証券売却損益（△は益） － △151

前受金の増減額（△は減少） 614 1,498

その他 △15 △103

小計 9,126 7,948

法人税等の支払額 △694 △1,246

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,431 6,701

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △14,141 △7,182

定期預金の払戻による収入 1,009 5,996

有形固定資産の取得による支出 △2,313 △5,424

有形固定資産の売却による収入 1,968 －

無形固定資産の取得による支出 － △757

投資有価証券の取得による支出 △704 －

投資有価証券の売却及び償還による収入 6 457

利息及び配当金の受取額 749 628

その他 △759 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,185 △6,308

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,697 △886

長期借入れによる収入 3,760 138

長期借入金の返済による支出 △864 △126

利息の支払額 △385 △237

配当金の支払額 △1,122 △842

少数株主への配当金の支払額 △352 △308

少数株主持分の買取による支出 － △812

リース債務の返済による支出 △114 △86

その他 △6 18

財務活動によるキャッシュ・フロー △781 △3,142

現金及び現金同等物に係る換算差額 △941 344

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,477 △2,405

現金及び現金同等物の期首残高 16,866 9,388

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 856

現金及び現金同等物の期末残高 9,388 7,839
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該当事項はありません。 

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

連結の範囲に関する事

項

(イ)連結子会社の数 17社 (イ)連結子会社の数 18社

   従来、非連結子会社であった富士

達電梯配件（上海）有限公司（中

国、上海市）は、重要性が増したた

め、当連結会計年度より連結子会社

に含めることとしました。

(ロ)主要な非連結子会社の名称等

  主要な非連結子会社 

 フジテック アルゼンチーナS.A.

（アルゼンチン） 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）および利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

(ロ)主要な非連結子会社の名称等

  主要な非連結子会社 

       同左 

  

 （連結の範囲から除いた理由） 

       同左

会計処理基準に関する

事項

(イ)重要な資産の評価基準および評価方

法

 ① 有価証券

   非連結子会社株式および関連会社

株式

    …移動平均法による原価基準

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …決算日の市場価格等に基づく

時価法

     (評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定していま

す。)

    時価のないもの

    …移動平均法による原価基準

―――

(イ)重要な資産の評価基準および評価方

法

 ① 有価証券

   非連結子会社株式および関連会社

株式

同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

同左

  

 

  

  

 

    時価のないもの

同左

 ② デリバティブ

   …時価法

 ② たな卸資産

   主として個別法または総平均法に

よる原価基準（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

 ③ たな卸資産

同左
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前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(会計方針の変更) 

 当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号 平成18年７月５日）が適用

されたことに伴い、主として個別法ま

たは総平均法による原価基準（貸借対

照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）により算定し

ています。 

 この変更に伴い、従来と同一の基準

によった場合に比べ、当連結会計年度

の営業利益、経常利益はそれぞれ472百

万円減少し、税金等調整前当期純利益

は1,387百万円減少しています。 

 なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載していま

す。

―――

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方

法

 ① 有形固定資産（リース資産を除

く）

   主として定率法を採用しています

が、一部在外連結子会社は定額法を

採用しています。

   ただし、当社では、平成10年４月

１日以降に取得した建物(附属設備を

除く)については、定額法を採用して

います。

   なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。

   建物及び構築物   ３～61年

   機械装置及び運搬具 ２～44年

   工具、器具及び備品 ２～21年

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方

法

 ① 有形固定資産（リース資産を除

く）

同左

(追加情報) 

 当社は平成20年度の法人税法改正に

伴い、当連結会計年度より機械装置に

ついては、改正後の耐用年数に基づき

減価償却を行っています。この変更に

伴い、従来と同一の基準によった場合

に比べ、当連結会計年度の営業利益、

経常利益および税金等調整前当期純利

益はそれぞれ89百万円減少していま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載していま

す。

―――

 ② 無形固定資産（リース資産を除

く）

   定額法を採用しています。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によってい

ます。

 ② 無形固定資産（リース資産を除

く）

同左
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前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 ③ リース資産

   所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零として算定する方法によっ

ています。

 ③ リース資産

   所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

同左

(ハ)重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しています。

(ハ)重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しています。

 ② 賞与引当金

同左

 ③ 役員賞与引当金

   役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しています。

 ③ 役員賞与引当金

同左

 ④ 工事損失引当金

   在外連結子会社では、工事損失の

発生が明確になった年度に、その見

積額を計上しています。

 ④ 工事損失引当金

   受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当連結会計年度末における

未引渡工事のうち、損失の発生が見

込まれ、かつ、その金額を合理的に

見積もることが可能な工事につい

て、損失見込額を計上しています。

 (追加情報) 

 当社は、当連結会計年度より、

「工事契約に関する会計基準」（企

業会計基準第15号 平成19年12月27

日）および「工事契約に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第18号 平成19年12月27日）

を適用したことに伴い、工事損失の

見積について同基準により適合する

方法に変更しました。 

 この変更に伴い、当連結会計年度

の営業利益、経常利益および税金等

調整前当期純利益はそれぞれ1,572百

万円減少しています。 

 なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

います。

 ⑤ 完成工事補償引当金

   完成工事に係る無償補償費に充て

るため、完成工事売上高に対し、将

来発生が見込まれる無償補償費の見

積額を計上しています。

 ⑤ 完成工事補償引当金

同左
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前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 ⑥ 退職給付引当金

   当社は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上しています。

   数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしています。

   また、一部の在外連結子会社では、

期末の要支給額を計上しています。

 ⑥ 退職給付引当金

同左

――― (会計方針の変更) 

 当連結会計年度より、「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その３）

（企業会計基準第19号 平成20年７月

31日）を適用しています。 

 この変更による損益に与える影響は

ありません。

――― (ニ)重要な収益および費用の計上基準

  完成工事高及び完成工事原価の   

  計上基準

  ① 当連結会計年度末までの進捗部 

 分について成果の確実性が認め 

 られる工事 

 工事進行基準（工事の進捗率の 

 見積りは原価比例法）

  ② その他の工事 

 工事完成基準

 (会計方針の変更) 

 当社は、請負工事に係る収益の計

上基準について、従来、工事完成基

準を適用していましたが、当連結会

計年度より、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平

成19年12月27日）および「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19

年12月27日）を適用し、当連結会計

年度に着手した工事契約から、当連

結会計年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を

適用しています。 

 この変更に伴い、従来と同一の基

準によった場合に比べ、当連結会計

年度の売上高は2,585百万円増加し、

営業利益、経常利益および税金等調

整前当期純利益はそれぞれ717百万円

減少しています。 

 なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

います。

フジテック㈱（6406）　平成22年３月期　決算短信

－21－



  

 
なお、上記以外は、最近の有価証券報告書（平成21年６月26日提出）における記載から重要な変更がないため開示を

省略しています。 

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(ニ)重要な外貨建の資産または負債の本

邦通貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円換算し、換算差額

は当期の損益として処理しています。 

  在外子会社等の資産および負債は、

決算日の直物為替相場により円換算

し、収益および費用は期中平均相場に

より円換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定および少数

株主持分に含めて計上しています。 

  なお、在外子会社等の決算日から連

結決算日までの間に為替相場に重要な

変動があった場合には、在外子会社等

の貸借対照表項目を連結決算日の為替

相場で円貨に換算しています。 

(ホ)重要な外貨建の資産または負債の本

邦通貨への換算の基準

同左

――― (ヘ)重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   原則として繰延ヘッジ処理によっ

ています。

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段…為替予約

   ヘッジ対象…外貨建予定取引

 ③ ヘッジ方針

   デリバティブ取引に関して、リス

クヘッジを目的とする取引を各社財

務部門にて行っており、ヘッジ対象

に係る為替相場変動リスクを一定の

範囲内でヘッジしています。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計または相場変動とヘッジ

手段のキャッシュ・フロー変動の累

計または相場変動を半期ごとに比較

し、両者の変動額を基礎にして、ヘ

ッジ有効性を評価しています。

(ホ)その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

 ① 売上高の計上基準

   主として、工事完成基準によって

いますが、在外連結子会社では請負

工事について、工事進行基準によっ

ています。

(ト)その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

―――

 ② 消費税等の会計処理

   消費税および地方消費税の会計処

理は税抜方式によっています。

 消費税等の会計処理

同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(リース取引に関する会計基準等) 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関す

る会計基準」(企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業審議会第一部会)、平成19年３月30日改正））お

よび「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認

会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日改

正））が適用されたことに伴い、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理に変更しています。 

 この変更に伴う営業利益、経常利益および税金等調整

前当期純利益への影響は、ありません。

―――

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い) 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応

報告第18号 平成18年５月17日)を適用し、連結上必要

な修正を行っています。 

 これに伴い、当連結会計年度の営業利益は101百万円

減少し、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれ

ぞれ89百万円減少しています。 

 なお、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しています。

―――
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(連結貸借対照表関係)

 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令（平成20年８月７日内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されたものは、当連結

会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び

貯蔵品」に区分掲記しています。なお、前連結会計年度

の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ3,373百万円、

8,043百万円、5,794百万円です。

―――

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 前連結会計年度において、投資活動によるキャッシ

ュ・フローに区分掲記していた「貸付金の回収による収

入」(当連結会計年度11百万円)は、金額の重要性に乏し

いため、当連結会計年度より投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しています。

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシ

ュ・フロー」に区分掲記していた「固定資産売却損益」

(当連結会計年度６百万円)は、金額の重要性に乏しいた

め、当連結会計年度より「営業活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に含めて表示しています。

 前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めていた「投資有価証券

売却損益」(０百万円)は、金額の重要性が増したため、

当連結会計年度より区分掲記しています。

 前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシ

ュ・フロー」に区分掲記していた「有形固定資産の売却

による収入」(当連結会計年度35百万円)および「投資有

価証券の取得による支出」（当連結会計年度△51百万

円）は、金額の重要性に乏しいため、当連結会計年度よ

り「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」

に含めて表示しています。

 前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めていた「無形固定資産

の取得による支出」(△79百万円)は、金額の重要性が増

したため、当連結会計年度より区分掲記しています。

 前連結会計年度において、「財務活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めていた「少数株主持分

の買取による支出」(△３百万円)は、金額の重要性が増

したため、当連結会計年度より区分掲記しています。

フジテック㈱（6406）　平成22年３月期　決算短信

－24－



 
  

  

(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日)

※１

 

担保資産および担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりです。

建物及び構築物 165百万円

機械装置及び運搬具 3 〃

土地 184 〃

計 352 〃

上記に対応する債務はありません。

 

担保資産および担保付債務

担保に供している資産は次のとおりです。

建物及び構築物 162百万円

機械装置及び運搬具 2 〃

土地 199 〃

計 364 〃

上記に対応する債務はありません。

※２ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりです。

投資有価証券(株式) 724百万円

投資その他の資産「その他」 
(出資金)

2,710 〃

非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりです。

投資有価証券(株式) 704百万円

投資その他の資産「その他」 
(出資金)

597 〃

 ３

 

保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対

し、次のとおり債務保証を行っています。

(借入金保証)

 フジテック エジプトCO.,LTD. 13百万円

計 13 〃

 

保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対

し、次のとおり債務保証を行っています。

(借入金保証)

 フジテック エジプトCO.,LTD. 3百万円

計 3 〃

 ４ ――― 受取手形割引高           42百万円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※１

 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および

金額は、次のとおりです。

給料手当 6,220百万円

賞与引当金繰入額 391 〃

退職給付費用 324 〃

貸倒引当金繰入額 293 〃
 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および

金額は、次のとおりです。

給料手当 5,909百万円

賞与引当金繰入額 525 〃

退職給付費用 351 〃

貸倒引当金繰入額 244 〃

※２

 

 一般管理費および当期製造費用に含まれる

研究開発費 2,008百万円
 

 一般管理費および当期製造費用に含まれる

研究開発費 1,882百万円

※３

 

固定資産売却益の内容

建物及び構築物 667百万円

機械装置及び運搬具 6 〃

工具、器具及び備品 8 〃

計 682 〃

 
 

固定資産売却益の内容

建物及び構築物 5百万円

機械装置及び運搬具 4 〃

工具、器具及び備品 0 〃

計 11 〃

※４

 

固定資産売却損の内容

建物及び構築物 32百万円

機械装置及び運搬具 69 〃

工具、器具及び備品 0 〃

土地 5 〃

計 107 〃
 

固定資産売却損の内容

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 5 〃

工具、器具及び備品 7 〃

土地 0 〃

計 17 〃

※５

 

固定資産除却損の内容

建物及び構築物 221百万円

機械装置及び運搬具 176 〃

工具、器具及び備品 23 〃

無形固定資産(ソフトウェア) 3 〃

解体撤去費用 162 〃

計 587 〃

 

 

固定資産除却損の内容

建物及び構築物 82百万円

機械装置及び運搬具 30 〃

工具、器具及び備品 14 〃

計 128 〃

※６

 

 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の

低下による簿価切下額は、次のとおりです。

売上原価 472百万円

特別損失 915 〃
 

 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の

低下による簿価切下額の戻入額（純額）は、次の

とおりです。

売上原価 367百万円
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前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※７

 

 

減損損失

 当社グループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。

場所 用途 種類
金額

(百万円)

フ ィ ー ル
ド 研 修 セ
ン タ ー、
フ ィ ー ル
ド 技 術 研
究 所 お よ
び 西 セ ー
フ ネ ッ ト
セ ン タ ー
（大 阪 府
茨木市）

除却 予定資
産

建物、構 築
物等

19

エ ス カ レ
ー タ 事 業
本部 
（兵庫県  
豊岡市）

除却 予定資
産

建物、構 築
物、機械 装
置等

91

 事業資産については管理会計上の区分に基づく

単位でグルーピングし、除却予定資産について

は、個々の物件単位でグルーピングしています。

 上記資産については、当社事業所の再構築計画

に基づく除却予定額を減損損失として特別損失に

計上しています。

（減損損失の内訳）

建物 67百万円

構築物 20 〃

機械及び装置 19 〃

工具、器具及び備品 3 〃

計 111 〃

 なお、当該資産の回収可能価額は、除却予定資

産でありキャッシュ・フローの獲得が期待できな

いため、零で評価しています。

―――

※８ ―――

 

 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

1,544百万円

フジテック㈱（6406）　平成22年３月期　決算短信

－27－



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加12千株は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

普通株式 93,767 ― ― 93,767

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

普通株式 166 12 ― 179

(決議)
株式の種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日 
定時株主総会

普通株式 655 7.00 平成20年３月31日 平成20年６月27日

平成20年11月５日 
取締役会

普通株式 467 5.00 平成20年９月30日 平成20年12月１日

(決議)
株式の種類 配当の原資

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 467 5.00 平成21年３月31日 平成21年６月26日
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加8千株は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

 
  

  

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

普通株式 93,767 ― ― 93,767

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

普通株式 179 8 ― 188

(決議)
株式の種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月25日 
定時株主総会

普通株式 467 5.00 平成21年３月31日 平成21年６月26日

平成21年11月５日 
取締役会

普通株式 374 4.00 平成21年９月30日 平成21年12月１日

(決議)
株式の種類 配当の原資

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 561 6.00 平成22年３月31日 平成22年６月28日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 21,422百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△12,033 〃

現金及び現金同等物 9,388 〃
 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 21,277百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△13,438 〃

現金及び現金同等物 7,839 〃
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前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

当企業集団はエレベータ、エスカレータ、動く歩道の生産、販売、据付、保守を一貫して行う専業

メーカーとして、単一の事業活動を営んでいるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

います。 
  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

当社グループ（当社および連結子会社)は、昇降機・電気輸送機の生産、販売、据付、保守を主な

事業としており、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額および全セグメントの資産の金額

の合計額に占める昇降機・電気輸送機事業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別

セグメント情報の記載を省略しています。 
  

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 
  

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 日本以外の区分に属する主な国または地域 

 (1) 北米…………米国、カナダ 

 (2) 欧州…………英国、ドイツ 

 (3) 南アジア……シンガポール、インドネシア 

 (4) 東アジア……中国、香港、台湾、韓国 

３ 「消去または全社」に含めた全社資産の金額および主な内容は以下のとおりです。 
  

 
４ 会計処理方法の変更 

   (1)たな卸資産の評価に関する会計基準 

     「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、たな卸資産については、従来、 

     主として個別法または総平均法による原価基準を採用していましたが、当連結会計年度より、「棚卸資 

     産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、主として個別法または 

     総平均法による原価基準（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によ 

     り算定しています。この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合に比べ、当連結会計年度の 

     「日本」の営業損失は472百万円増加しています。 

   (2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い 

     「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、 

     「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号）を 

     適用し、連結決算上必要な修正を行っています。これに伴い、当連結会計年度では、「北米」の営業 

(セグメント情報)

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

日本 
  

(百万円)

北米 
  

(百万円)

欧州
  

(百万円)

南アジア
  

(百万円)

東アジア
  

(百万円)

計
  

(百万円)

消去または
全社 

(百万円)

連結
  

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

47,567 18,390 1,030 11,538 29,082 107,609 ― 107,609

(2) セグメント間の
内部売上高

3,471 37 12 237 2,903 6,662 (6,662) ―

計 51,039 18,428 1,042 11,775 31,985 114,271 (6,662) 107,609

営業費用 51,999 18,449 1,060 10,270 29,919 111,700 (6,660) 105,040

営業利益または 
営業損失（△）

△960 △21 △18 1,505 2,065 2,571 (2) 2,568

Ⅱ 資産 49,336 9,127 470 9,194 33,788 101,917 (1,094) 100,823

主な内容

消去または全社の項目に含めた全
社資産の金額（百万円）

7,756
提出会社における余資運用資金(現預金および
有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)等

フジテック㈱（6406）　平成22年３月期　決算短信

－30－



     利益が107百万円減少し、「欧州」の営業損失が５百万円増加し、「東アジア」の営業利益が11百万円 

     増加しています。 

５ 追加情報 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（ロ）①に記載のとおり、平成20年度の法人税 

 法改正に伴い当連結会計年度より機械装置については、改正後の耐用年数に基づき減価償却を行ってい 

 ます。この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合に比べ、当連結会計年度の「日本」の営業損失 

 は89百万円増加しています。       

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 
  

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 日本以外の区分に属する主な国または地域 

 (1) 北米…………米国、カナダ 

 (2) 欧州…………英国、ドイツ 

 (3) 南アジア……シンガポール、マレーシア 

 (4) 東アジア……中国、香港、台湾、韓国 

３ 「消去または全社」に含めた全社資産の金額および主な内容は以下のとおりです。 
  

 
４ 会計処理方法の変更 

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（ニ）に記載のとおり、当社は、請負工事に係る収 

   益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用していましたが、当連結会計年度より、「工事契約に 

   関する会計基準」（企業会計基準第15号）および「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準 

   適用指針第18号）を適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度末までの進捗部分に 

   ついて成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、 

   その他の工事については工事完成基準を適用しています。この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合 

   に比べ、当連結会計年度の「日本」の売上高は2,585百万円増加し、営業利益は717百万円減少しています。 

５ 追加情報 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（ハ）④に記載のとおり、当社は、当連結会計年度 

   より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号）および「工事契約に関する会計基準の適用 

   指針」（企業会計基準適用指針第18号）を適用したことに伴い、当連結会計年度より工事損失の見積につい 

   て同基準により適合する方法に変更しました。この変更に伴い、当連結会計年度の「日本」の営業利益は 

   1,572百万円減少しています。 
  

日本 
  

(百万円)

北米 
  

(百万円)

欧州
  

(百万円)

南アジア
  

(百万円)

東アジア
  

(百万円)

計
  

(百万円)

消去または
全社 

(百万円)

連結
  

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

48,295 15,537 923 9,996 31,384 106,137 ― 106,137

(2) セグメント間の
内部売上高

2,988 24 7 189 2,452 5,662 (5,662) ―

計 51,283 15,561 930 10,186 33,836 111,799 (5,662) 106,137

営業費用 51,153 15,421 922 8,771 30,296 106,565 (5,716) 100,848

営業利益 130 140 8 1,415 3,540 5,234 53 5,288

Ⅱ 資産 53,674 9,487 528 9,042 40,201 112,934 (1,834) 111,099

主な内容

消去または全社の項目に含めた全
社資産の金額（百万円）

6,403
提出会社における余資運用資金(現預金および
有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)等
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(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1) 北南米……………米国、カナダ、アルゼンチン、ベネズエラ 

(2) 南アジア…………シンガポール、フィリピン、マレーシア 

(3) 東アジア…………中国、香港、台湾、韓国 

(4) その他の地域……欧州、中近東 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

  

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1) 北南米……………米国、カナダ、アルゼンチン 

(2) 南アジア…………シンガポール、マレーシア、インド 

(3) 東アジア…………中国、香港、台湾、韓国 

(4) その他の地域……欧州、中近東 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

  

ｃ．海外売上高

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

北南米 南アジア 東アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 18,715 11,538 26,313 5,261 61,828

Ⅱ 連結売上高(百万円) 107,609

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

17.4 10.7 24.5 4.9 57.5

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

北南米 南アジア 東アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 16,062 9,996 29,730 2,279 58,070

Ⅱ 連結売上高(百万円) 106,137

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

15.1 9.4 28.0 2.2 54.7
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(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、

賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられ

るため開示を省略しています。 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 591円87銭 １株当たり純資産額 636円25銭

１株当たり当期純損失金額 6円94銭 １株当たり当期純利益金額 43円40銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載していません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していません。

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

当連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 59,810 64,056

純資産の部の合計額から 
控除する金額

(百万円) 4,418 4,516

(うち少数株主持分) (百万円) (4,418) (4,516)

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 55,391 59,539

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた期末の普通株式数

(千株) 93,587 93,578

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当期純利益または 
当期純損失（△）

(百万円) △649 4,061

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益 
または当期純損失（△）

(百万円) △649 4,061

普通株式の期中平均株式数 (千株) 93,593 93,582

(重要な後発事象)

(開示の省略) 
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,103 950

受取手形 2,161 1,707

売掛金 ※1 9,269 ※1 10,403

商品及び製品 2,653 2,596

仕掛品 2,692 1,790

原材料及び貯蔵品 2,011 2,214

前渡金 － 0

前払費用 138 161

短期貸付金 540 418

繰延税金資産 － 1,176

その他 246 563

貸倒引当金 △20 △20

流動資産合計 20,798 21,963

固定資産

有形固定資産

建物 14,856 18,887

減価償却累計額 △3,969 △4,096

建物（純額） 10,886 14,790

構築物 537 615

減価償却累計額 △310 △281

構築物（純額） 226 333

機械及び装置 5,646 5,441

減価償却累計額 △4,188 △4,215

機械及び装置（純額） 1,458 1,226

車両運搬具 129 134

減価償却累計額 △101 △105

車両運搬具（純額） 28 29

工具、器具及び備品 4,262 4,243

減価償却累計額 △3,130 △3,162

工具、器具及び備品（純額） 1,132 1,080

土地 6,607 6,695

リース資産 211 66

減価償却累計額 △98 △40

リース資産（純額） 112 26

建設仮勘定 922 586

有形固定資産合計 21,374 24,768

無形固定資産

工業所有権 0 0

ソフトウエア 330 308

施設利用権 427 424

無形固定資産合計 758 733
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 4,318 5,098

関係会社株式 8,582 8,792

関係会社出資金 5,306 5,826

長期貸付金 1,908 1,907

従業員に対する長期貸付金 10 10

関係会社長期貸付金 3,713 3,557

破産更生債権等 192 71

長期前払費用 92 80

敷金 824 881

保険積立金 256 246

その他 467 405

貸倒引当金 △1,004 △894

投資その他の資産合計 24,668 25,983

固定資産合計 46,801 51,485

資産合計 67,599 73,449

負債の部

流動負債

支払手形 755 361

買掛金 5,636 5,914

短期借入金 4,640 4,268

1年内返済予定の長期借入金 － 1,000

リース債務 86 10

未払金 1,796 3,017

未払費用 100 106

未払法人税等 122 541

前受金 1,975 2,176

預り金 185 187

賞与引当金 643 768

工事損失引当金 － 1,572

完成工事補償引当金 293 163

設備関係支払手形 311 34

流動負債合計 16,546 20,124

固定負債

長期借入金 4,500 3,500

関係会社長期借入金 2,946 2,791

リース債務 26 15

繰延税金負債 285 1,284

退職給付引当金 3,847 3,807

長期未払金 207 191

固定負債合計 11,813 11,588

負債合計 28,360 31,713
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,533 12,533

資本剰余金

資本準備金 14,565 14,565

資本剰余金合計 14,565 14,565

利益剰余金

利益準備金 1,337 1,337

その他利益剰余金

配当準備積立金 900 900

研究開発積立金 800 800

固定資産圧縮積立金 3,440 3,318

特別償却準備金 2 0

別途積立金 9,700 3,500

繰越利益剰余金 △4,131 4,075

利益剰余金合計 12,048 13,931

自己株式 △122 △126

株主資本合計 39,025 40,904

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 214 831

評価・換算差額等合計 214 831

純資産合計 39,239 41,735

負債純資産合計 67,599 73,449
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(2)【損益計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 51,039 51,283

売上原価 ※1, ※7 42,298 ※1, ※7, ※9 42,151

売上総利益 8,740 9,131

販売費及び一般管理費 ※1, ※3 9,700 ※1, ※3 9,001

営業利益又は営業損失（△） △960 130

営業外収益

受取利息 84 35

受取配当金 ※2 1,628 ※2 2,257

雑収入 177 383

営業外収益合計 1,891 2,676

営業外費用

支払利息 142 89

貸倒引当金繰入額 － 9

為替差損 417 45

雑損失 211 51

営業外費用合計 771 194

経常利益 159 2,612

特別利益

固定資産売却益 ※4 9 ※4 1

投資有価証券売却益 0 155

貸倒引当金戻入額 285 －

集約化特別助成金 100 100

特別利益合計 394 257

特別損失

固定資産売却損 ※5 29 ※5 7

固定資産除却損 ※6 577 ※6 114

減損損失 ※8 111 －

投資有価証券売却損 0 3

投資有価証券評価損 349 6

たな卸資産評価損 ※7 915 －

特別損失合計 1,983 133

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △1,428 2,736

法人税、住民税及び事業税 118 613

法人税等調整額 4,332 △602

法人税等合計 4,450 11

当期純利益又は当期純損失（△） △5,879 2,725
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,533 12,533

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,533 12,533

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 14,565 14,565

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,565 14,565

資本剰余金合計

前期末残高 14,565 14,565

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,565 14,565

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,337 1,337

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,337 1,337

その他利益剰余金

配当準備積立金

前期末残高 900 900

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 900 900

研究開発積立金

前期末残高 800 800

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 800 800

固定資産圧縮積立金

前期末残高 3,570 3,440

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △130 △121

当期変動額合計 △130 △121

当期末残高 3,440 3,318

特別償却準備金

前期末残高 3 2

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △1 △1

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 2 0
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

別途積立金

前期末残高 9,700 9,700

当期変動額

別途積立金の取崩 － △6,200

当期変動額合計 － △6,200

当期末残高 9,700 3,500

繰越利益剰余金

前期末残高 2,740 △4,131

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 130 121

特別償却準備金の取崩 1 1

別途積立金の取崩 － 6,200

剰余金の配当 △1,123 △842

当期純利益又は当期純損失（△） △5,879 2,725

当期変動額合計 △6,871 8,206

当期末残高 △4,131 4,075

利益剰余金合計

前期末残高 19,050 12,048

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

特別償却準備金の取崩 － －

別途積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △1,123 △842

当期純利益又は当期純損失（△） △5,879 2,725

当期変動額合計 △7,002 1,882

当期末残高 12,048 13,931

自己株式

前期末残高 △116 △122

当期変動額

自己株式の取得 △6 △4

当期変動額合計 △6 △4

当期末残高 △122 △126

株主資本合計

前期末残高 46,033 39,025

当期変動額

剰余金の配当 △1,123 △842

当期純利益又は当期純損失（△） △5,879 2,725

自己株式の取得 △6 △4

当期変動額合計 △7,008 1,878

当期末残高 39,025 40,904
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,398 214

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,183 617

当期変動額合計 △1,183 617

当期末残高 214 831

繰延ヘッジ損益

前期末残高 0 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,398 214

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,184 617

当期変動額合計 △1,184 617

当期末残高 214 831

純資産合計

前期末残高 47,432 39,239

当期変動額

剰余金の配当 △1,123 △842

当期純利益又は当期純損失（△） △5,879 2,725

自己株式の取得 △6 △4

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,184 617

当期変動額合計 △8,193 2,496

当期末残高 39,239 41,735
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該当事項はありません。 

(4)【継続企業の前提に関する注記】

(5)【重要な会計方針】

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式および関連会社株式

  …移動平均法による原価基準

(1) 子会社株式および関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

 ① 時価のあるもの

   …決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

しています。)

 ② 時価のないもの

   …移動平均法による原価基準

(2) その他有価証券

 ① 時価のあるもの

同左 

  

  

  

 

 ② 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法
  個別法または総平均法による原価

基準（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

同左

(会計方針の変更) 

 当事業年度より、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号 平成18年７月５日）が適

用されたことに伴い、個別法または

総平均法による原価基準（貸借対照

表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）により算定

しています。 

 この変更に伴い、従来と同一の基

準によった場合に比べ、当事業年度

の営業損失は472百万円増加し、経

常利益は472百万円減少し、税引前

当期純損失は1,387百万円増加して

います。

―――

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産（リース資産を除 

  く）

  定率法を採用しています。

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用しています。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。

 建物及び構築物     ３～50年

 機械装置及び車両運搬具 ２～９年

 工具、器具及び備品   ２～20年

(1) 有形固定資産（リース資産を除 

  く）

同左

  (少額減価償却資産)

  取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、法人税法の規定

に基づき、３年間で均等償却を行っ

ています。

  (少額減価償却資産)

同左
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前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(追加情報) 

 平成20年度の法人税法改正に伴

い、当事業年度より機械装置につい

ては、改正後の耐用年数に基づき減

価償却を行っています。この変更に

伴い、従来と同一の基準によった場

合に比べ、当事業年度の営業損失は

89百万円増加し、経常利益は89百万

円減少し、税引前当期純損失は89百

万円増加しています。 

―――

(2) 無形固定資産（リース資産を除 

  く）

  定額法を採用しています。

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

います。

(2) 無形固定資産（リース資産を除 

  く）

同左

(3) リース資産

  所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零として算定する方法によっ

ています。

(3) リース資産

同左

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務については、期

末日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は当期の損益として処理

しています。

同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しています。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しています。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しています。

(3) 役員賞与引当金

同左
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前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

――― (4) 工事損失引当金

  受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当事業年度末における未引

渡工事のうち、損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積

もることが可能な工事について、損

失見込額を計上しています。

 (追加情報) 

 当事業年度より、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15

号 平成19年12月27日）および「工

事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号

平成19年12月27日）を適用したこと

に伴い、工事損失の見積について同

基準により適合する方法に変更しま

した。 

 この変更に伴い、当事業年度の営

業利益、経常利益および税引前当期

純利益はそれぞれ1,572百万円減少

しています。

(4) 完成工事補償引当金 

  完成工事に係る無償補償費に充て

るため、完成工事売上高に対し、将

来発生が見込まれる無償補償費の見

積額を計上しています。

(5) 完成工事補償引当金

同左

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計

上しています。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしています。

(6) 退職給付引当金

同左

――― (会計方針の変更) 

 当事業年度より、「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）

（企業会計基準第19号 平成20年７

月31日）を適用しています。 

 この変更による損益に与える影響

はありません。
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前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

６ 収益および費用の計上 

  基準

―――  完成工事高及び完成工事原価の 

 計上基準

 ① 当事業年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められ

る工事 

工事進行基準（工事の進捗率の 

見積りは原価比例法）

 ② その他の工事 

工事完成基準

―――  (会計方針の変更) 

 請負工事に係る収益の計上基準

については、従来、工事完成基準

を適用していましたが、当事業年

度より、「工事契約に関する会計

基準」（企業会計基準第15号 平

成19年12月27日）および「工事契

約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号

平成19年12月27日）を適用し、当

事業年度に着手した工事契約か

ら、当事業年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められ

る工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用していま

す。 

 この変更に伴い、従来と同一の

基準によった場合に比べ、当事業

年度の売上高は2,585百万円増加

し、営業利益、経常利益および税

引前当期純利益はそれぞれ717百

万円減少しています。

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

 消費税等の会計処理

  消費税および地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっています。

 消費税等の会計処理

同左
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(6)【重要な会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(リース取引に関する会計基準等) 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会

計基準」(企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業審議会第一部会)、平成19年３月30日改正））および

「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日改正））

が適用されたことに伴い、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理に変更しています。 

 この変更に伴う営業損失、経常利益および税引前当期

純損失への影響は、ありません。

―――

【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(貸借対照表関係）

 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令（平成20年８月７日内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前事業年度において

独立掲記していました「製品」「半製品」「原材料」

「仕掛品」「仕掛工事」「貯蔵品」は、当事業年度から

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区

分掲記しています。

―――
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年３月31日)

当事業年度 
(平成22年３月31日)

※１ 関係会社に対する債権・債務

売掛金 2,003百万円

関係会社に対する債権・債務

売掛金 1,652百万円

 ２

 

 

 

 

保証債務

 他の会社の金融機関からの借入等に対し、債務

保証を行っています。

(借入金保証)

 フジテック アメリカINC. 
         (米国)

736百万円

 フジテック カナダINC. 
       (カナダ)

155 〃

 フジテック エジプトCO.,LTD. 
         (エジプト)

13 〃

(その他の支払保証)

 フジテック アメリカINC. 
         (米国)

638 〃

 フジテック カナダINC. 
         (カナダ)

17 〃

 フジテック ドイツGmbH 
         (ドイツ)

0 〃

計 1,562 〃

 

 

 

 

保証債務

 他の会社の金融機関からの借入等に対し、債務

保証を行っています。

(借入金保証)

フジテック アメリカINC. 
         (米国)

325百万円

フジテック エジプトCO.,LTD. 
         (エジプト)

3 〃

(その他の支払保証)

フジテック アメリカINC. 
         (米国)

574 〃

フジテック カナダINC. 
         (カナダ)

114 〃

フジテック ドイツGmbH 
         (ドイツ)

0 〃

計 1,018 〃
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※１ 

 

研究開発費の総額

一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費

1,872百万円

研究開発費の総額

一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費

1,766百万円

※２ 関係会社に対する事項

受取配当金 1,527百万円

関係会社に対する事項

受取配当金 2,179百万円

※３

 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額

 給料手当 3,946百万円

 賞与手当 686 〃

 賞与引当金繰入額 208 〃

 退職給付費用 270 〃

 法定福利費 659 〃

 福利厚生費 350 〃

 旅費交通費及び通信費 620 〃

 減価償却費 418 〃

  賃借料 544  〃

 貸倒引当金繰入額 63 〃

 外部委託費 497 〃

販売費に属する費用の割合 約68％

一般管理費に属する費用の割合 約32〃
 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額

 給料手当 3,925百万円

 賞与手当 448 〃

 賞与引当金繰入額 245 〃

 退職給付費用 331 〃

 法定福利費 651 〃

 福利厚生費 373 〃

 旅費交通費及び通信費 490 〃

 減価償却費 334 〃

  賃借料 595  〃

 貸倒引当金繰入額 12 〃

 外部委託費 455 〃

販売費に属する費用の割合 約70％

一般管理費に属する費用の割合 約30〃

※４

 

固定資産売却益の内容

建物 5百万円

機械及び装置 3 〃

車両運搬具 0 〃

工具、器具及び備品 0 〃

計 9 〃

 

 

固定資産売却益の内容

機械及び装置 1百万円

車両運搬具 0 〃

工具、器具及び備品 0 〃

計 1 〃

※５

 

固定資産売却損の内容

機械及び装置 24百万円

車両運搬具 0 〃

工具、器具及び備品 0 〃

土地 5 〃

計 29 〃  

固定資産売却損の内容

建物 1百万円

機械及び装置 5 〃

土地 0 〃

計 7 〃

※６

 

固定資産除却損の内容

建物 220百万円

構築物 0 〃

機械及び装置 174 〃

車両運搬具 1 〃

工具、器具及び備品 13 〃

ソフトウェア 3 〃

解体撤去費用 162 〃

計 577 〃

 

固定資産除却損の内容

建物 78百万円

構築物 3 〃

機械及び装置 22 〃

車両運搬具 0 〃

工具、器具及び備品 10 〃

計 114 〃

※７

 

 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の

低下による簿価切下額は、次のとおりです。

売上原価 472百万円

特別損失 915 〃
 

 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の

低下による簿価切下額の戻入額（純額）は、次の

とおりです。

売上原価 367百万円
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前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※８

 

 

減損損失

 当社グループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。

場所 用途 種類
金額

(百万円)

フ ィ ー ル
ド 研 修 セ
ン タ ー、
フ ィ ー ル
ド 技 術 研
究 所 お よ
び 西 セ ー
フ ネ ッ ト
セ ン タ ー
（大 阪 府
茨木市）

除却 予定資
産

建物、構 築
物等

19

エ ス カ レ
ー タ 事 業
本部 
（兵庫県  
豊岡市）

除却 予定資
産

建物、構 築
物、機械 装
置等

91

 事業資産については管理会計上の区分に基づく

単位でグルーピングし、除却予定資産について

は、個々の物件単位でグルーピングしています。

 上記資産については、当社事業所の再構築計画

に基づく除却予定額を減損損失として特別損失に

計上しています。

（減損損失の内訳）

建物 67百万円

構築物 20 〃

機械及び装置 19 〃

工具、器具及び備品 3 〃

計 111 〃

 なお、当該資産の回収可能価額は、除却予定資

産でありキャッシュ・フローの獲得が期待できな

いため、零で評価しています。

―――

※９ ―――

 

 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

1,572百万円
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前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加12千株は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

  

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加8千株は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類
前事業年度末 
株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

普通株式 166 12 ― 179

株式の種類
前事業年度末 
株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

普通株式 179 8 ― 188
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(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

リース取引、有価証券、税効果会計に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性

が大きくないと考えられるため開示を省略しています。 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 419円28銭 １株当たり純資産額 446円00銭

 
１株当たり当期純損失金額 62円82銭

 
１株当たり当期純利益金額 29円12銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載していません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していません。

前事業年度末
(平成21年３月31日)

当事業年度末 
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 39,239 41,735

純資産の部の合計額から 
控除する金額

(百万円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 39,239 41,735

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた期末の普通株式数

(千株) 93,587 93,578

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当期純利益または 
当期純損失（△）

(百万円) △5,879 2,725

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益または
当期純損失（△）

(百万円) △5,879 2,725

普通株式の期中平均株式数 (千株) 93,593 93,582

(重要な後発事象)

(開示の省略)
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【代表者の異動】 

 該当事項はありません。 

  

【その他の役員の異動】（平成22年６月25日付予定） 

①新任取締役候補  
            にしがき ひろし 

 取締役    西垣 博志 （現 富士電機ホールディングス㈱取締役） 

（注）西垣博志氏は社外取締役候補であります。 

  

②退任予定取締役  
            すみもと あきら 

 取締役    住本 彰 
            しげかね ひさお 

 取締役    重兼 壽夫  

  

6. その他

(1) 役員の異動
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 ①受注状況 

  当連結会計年度における国内・海外別の受注および受注残高は次のとおりです。 

 
（注）上記の金額に消費税は含めていません。 

  

 
  

(2) その他

   受注および販売の状況

受注高(百万円) 前期比(%) 受注残高(百万円) 前期末比(%)

国  内 44,114 △10.1 37,221 △9.5

海  外 57,705 △19.6 62,234 △12.3

合  計 101,820 △15.8 99,456 △11.3

（当連結会計年度における主な受注物件）

所在地 納入先 概  要

米国・オハイオ州 ネーションワイド・チルド
レンズ・ホスピタル

全米で２番目の規模となる小児科病院および研究セ
ンター向けに高速機種を含むエレベータ15台

米国・ニューヨー 
   ク州 キャナルジー・プラザ

ニューヨーク市ブルックリン区に建設される商業施
設向けにエレベータ12台・エスカレータ5台 
計17台

カナダ・アルバー 
    タ州

ウエスト・ライトレール・
トランジット

カルガリー市に建設されるライトレールのターミナ
ル向けにエレベータ13台・エスカレータ12台 計25
台

シンガポール ＨＤＢ（住宅開発局） 既設エレベータ311台のモダニゼーション工事

シンガポール
シビック・カルチュラル・
リテール・エンターテイン
メント・センター

シンガポール市に建設される商業ビル向けにエレベ
ータ14台・エスカレータ45台・オートウォーク6台
計65台

中国・遼寧省 鞍山市房地産開発 鞍山市に建設される大型住宅開発プロジェクト
向けにエレベータ248台

中国・江蘇省 名城世家 南京市に建設される住宅開発プロジェクト向け
エレベータ140台

中国・江蘇省 海潤楓景佳苑 淮安市に建設される住宅開発プロジェクト向け
エレベータ130台

香港 チュンクワンオウ 
エリア56開発

香港鉄道チュンクワンオウ駅の上に位置する
６棟から成る高層住宅および商業施設向けに 
エレベータ43台・エスカレータ10台 計53台

香港 ザ・ハーミテージ
香港鉄道オリンピック駅に隣接する６棟から成る超
高層住宅および商業施設向けにエレベータ33台 
・エスカレータ8台 計41台

台湾 新光三越デパート左営店
高雄市左営駅に近接する商業施設向け 
エレベータ15台・エスカレータ40台およびオートウ
ォーク4台 計59台

アラブ首長国連邦 
・ドバイ ドバイ市道路交通局

都市鉄道「ドバイ・メトロ Green Line」の
アル・クサイス駅に隣接する立体駐車場向けエレベ
ータ7台・エスカレータ20台・オートウォーク 
6台 計33台

東京都 中央合同庁舎第５号館 既設エレベータのモダニゼーション工事9台

東京都 銀座コマツ計画 「銀座コマツ」商業施設ビル向けエレベータ5台・
エスカレータ14台 計19台

大阪市 小松原計画 北区の阪急梅田駅東側に建設されるレジャービル
向けエレベータ6台・エスカレータ23台 計29台

滋賀県蒲生郡 三井アウトレットパーク
滋賀竜王

関西随一の規模を誇る大型商業施設向けエレベータ
6台・エスカレータ10台 計16台
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 ②販売実績（売上高） 

  当連結会計年度における国内・海外別の販売実績（売上高）は次のとおりです。 

   
（注）上記の金額に消費税は含めていません。 

  

 
  

販売高(百万円) 前期比(%)

国  内 48,066 ＋5.0

海  外 58,070 △6.1

合  計 106,137 △1.4

（当連結会計年度における主な完成物件）

所在地 納入先 概  要

シンガポール ザ・セイル 超高層コンドミニアムにエレベータ15台・エスカレ
ータ10台 計25台を納入

シンガポール シティ・スクエア・モール 大型商業施設にエレベータ13台・エスカレータ34
台・オートウォーク12台 計59台を納入

マレーシア・ 
マラッカ州

イオン・バンダラヤ・
マラッカ・ショッピング 
センター

大型商業施設にエレベータ13台・エスカレータ24台
計37台を納入

中国・北京市 北京地下鉄４号線 北京地下鉄４号線全24駅にエスカレータ108台を納
入

中国・上海市 ザ・ペニンシュラ上海 五ツ星ホテルにエレベータ25台・エスカレータ
2台 計27台を納入

中国・河北省 地中海風情匯福苑二三四五
組団 住宅開発プロジェクトにエレベータ184台を納入

台湾 シェラトン新竹ホテル台湾 五ツ星ホテルにエレベータ22台・エスカレータ
6台 計28台を納入

東京都 東京都住宅供給公社 既設エレベータ8台のモダニゼーション工事

大阪市 高島屋大阪店 高島屋大阪店の改装工事第１期完成分にエレベータ
6台・エスカレータ24台 計30台を納入

大阪府豊中市 北緑丘団地 既設エレベータ17台のモダニゼーション工事

静岡県磐田市 ららぽーと磐田 大規模ショッピングセンターにエレベータ16台・エ
スカレータ20台 計36台を納入

群馬県高崎市 国立病院機構 
高崎総合医療センター

群馬県最大級となる医療施設の新病棟向けに
エレベータ7台・エスカレータ2台 計9台を納入

奈良県大和郡山市 イオンモール大和郡山 多機能複合商業施設にエスカレータ26台を納入

兵庫県神戸市 東急ハーベストクラブ
有馬六彩 リゾートホテルにエレベータ9台を納入

フジテック㈱（6406）　平成22年３月期　決算短信

－53－




